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与野党協議

13年度税制改正の論点
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最
高
税
率
固
ま
る
所
得
4
5
％
、
相
続
5
5
％

2
8
1
3
年
度
税
制
改
正
を
巡
る
与
野
党
の
議
論
が
大
詰
め
を
迎
え
て
い
る
。
自
民
、

公
明
、
民
主
の
3
党
は
1
7
日
夕
、
税
制
関
係
者
で
協
議
し
、
白
公
は
富
裕
層
を
対
象
と

す
る
所
得
税
と
相
続
税
の
増
税
案
を
民
主
党
に
提
示
し
た
。
所
得
税
の
最
高
税
率
を
4
5

％
に
引
き
上
げ
を
」
と
な
ど
で
、
来
週
初
め
に
民
主
党
と
の
合
意
を
目
指
す
。
消
費
増

税
時
に
影
響
が
大
き
い
高
額
消
費
を
巡
っ
て
は
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
が
拡
充
の
方
向
と
な

る
一
方
、
自
動
車
課
税
の
見
直
し
は
難
航
中
だ
。

1
7
日
午
後
、
自
民
党
本
部

で
開
か
れ
た
税
制
調
査
会
小

委
員
会
。
「
2
段
階
で
は
な

く
1
5
％
で
決
め
る
」
。
自

「
2
段
階
」
と
い
う
の
は

税
率
の
上
げ
方
の
こ
と
だ
。

現
在
、
所
得
税
は
課
税
対
象

と
な
る
所
得
の
う
ち
1
8
0

0
万
円
を
超
え
る
部
分
に
4
0

％
の
最
高
税
率
が
適
用
さ
れ

て
い
る
。
公
明
党
は
3
0
0

0
万
円
超
に
4
5
％
、
5
0
0

0
万
円
超
に
5
0
％
の
税
率
を

設
け
る
よ
う
主
張
し
て
い
だ

が
、
税
率
は
1
段
上
が
っ
て

5
％
高
い
4
5
％
と
す
る
。
・

一
方
で
「
ど
の
所
得
か
ら

最
高
税
率
を
適
用
す
る
か
」

は
今
後
、
民
主
党
を
加
え
た

3
党
で
協
議
す
る
。
3
0
0

0
万
円
超
を
主
張
し
て
き
た

公
明
党
に
対
し
、
自
民
党
は

や
や
高
め
の
所
得
層
に
適
用

を
絞
る
考
え
。
昨
年
の
政
府

案
で
「
5
0
0
0
万
円
超
に

4
5
％
」
と
し
て
い
た
民
主
党

と
の
間
で
、
着
地
点
を
探
る
。

日
本
の
給
与
所
得
者
の
う

ち
3
0
0
0
万
円
を
超
え
る

の
は
4
万
3
0
0
0
人
、
5

0
0
0
万
円
超
だ
と
1
万
4

0
0
0
人
し
か
い
な
い
。
こ

の
水
準
な
ら
ど
の
所
得
で
線

引
き
さ
れ
て
む
、
増
税
と
な

る
の
賢
し
く
一
部
の
富
裕
層

に
限
ら
れ
る
。

相
続
税
の
見
膚
し
は
、
6

億
円
を
超
え
る
相
続
財
産
に

5
5
％
の
最
高
税
率
を
適
用
す

る
と
い
う
民
主
党
政
権
時
代

の
案
を
踏
襲
す
る
こ
と
で
自

公
が
合
意
し
た
。
豪
や
子
が

相
続
し
た
場
合
、
そ
れ
ぞ
れ

が
相
続
し
た
遺
産
の
う
ち
6

億
円
を
超
え
る
部
分
に
適
用

さ
れ
る
税
率
な
の
で
、
か
な

り
の
資
産
家
が
亡
く
な
っ
た

時
に
し
か
適
用
さ
れ
な
里

完
で
相
続
財
産
か
ら
差

し
引
く
「
非
課
税
枠
」
に
あ

た
る
基
礎
控
除
の
見
直
し
は

波
乱
含
み
だ
。
自
公
両
党
は

基
礎
腰
除
の
水
準
を
4
割
下

げ
る
と
し
た
民
主
党
政
権
の

改
正
案
を
軸
に
検
討
を
進
め

て
い
る
。
実
現
す
れ
ば
亡
く

な
っ
た
人
の
う
ち
相
続
税
の

対
象
と
な
る
人
が
、
現
在
の

4
％
か
ら
6
％
に
増
え
る
。

日
本
全
体
で
見
れ
ば
、
増
税

の
対
象
者
は
わ
ず
か
だ
。

し
か
し
、
対
象
者
は
地
価

が
高
い
東
京
都
に
集
中
す
る

可
能
性
が
あ
る
。
こ
の
た
め

都
市
部
の
選
出
議
員
を
中
心

に
基
礎
控
除
の
見
直
し
に
反

発
す
る
動
き
が
噴
出
。
相
続

税
を
算
出
す
る
と
き
に
、
個

人
が
住
居
用
と
し
て
使
っ
て

い
た
小
規
模
な
土
地
の
評
価

を
本
来
の
ど
割
と
す
る
特
例

を
さ
ら
に
下
げ
る
こ
．
と
で
収

拾
す
る
案
が
出
て
い
る
。

車
課
税
見
直
し
地
方
反
発

住
宅
の
購
入
支
援
は
拡
充

消
費
増
税
を
巡
る
も
う
一

・
つ
の
焦
慮
が
、
高
額
で
増
脱

時
の
負
担
が
重
い
住
宅
と
自

動
車
の
購
入
支
援
だ
。
住
宅

は
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
を
拡
充

し
、
住
民
税
か
ら
の
控
除
枠

を
大
き
く
引
き
上
げ
る
と
い

っ
た
支
援
策
が
固
ま
っ
た
。

一
方
で
自
動
車
課
税
の
見
直

し
は
税
収
減
と
な
る
地
方
の

反
発
な
ど
が
強
く
う
ま
だ
着

地
点
が
見
え
な
い
。

住
宅
の
購
入
支
援
で
柱
と

な
る
の
は
住
宅
ロ
ー
ン
減
税

だ
。
1
3
年
末
で
期
限
切
れ
と

な
る
現
行
の
制
度
を
5
年

延
長
し
、
、
所
得
税
額
か
ら
差

し
引
く
こ
と
が
で
き
る
「
控

除
額
」
を
大
き
く
上
げ
る
。

所
得
税
の
納
税
が
少
な
く

控
除
枠
が
余
る
場
合
に
利
用

で
き
る
住
民
税
の
控
除
枠
も

4
割
増
や
す
方
向
に
な
っ

た。

住
宅
で
は
さ
ら
に
現
金
給

付
の
制
度
を
設
け
る
。
た
だ
、

消
費
増
税
に
よ
る
負
担
増
を

ど
れ
だ
け
埋
め
る
減
税
・
給

付
規
模
に
す
る
か
で
は
、
自

民
党
内
で
も
意
見
の
違
い
が

残
っ
て
い
る
。

自
動
車
課
税
の
見
直
し
は

議
論
が
収
束
し
て
い
な
い
。

経
済
産
業
省
な
ど
が
廃
止
を

求
め
る
白
動
車
取
得
税
は
地

方
税
。
約
2
0
0
0
億
円
の

税
収
減
に
地
方
自
治
体
は
反

≡
≡
≡
≡
≡
≡
≡
≡
≡
【
　
≡
　
≡ 発

し
て
い
る
。
自
動
車
重
量

税
も
4
割
は
地
方
分
に
な
っ

て
お
り
、
廃
止
す
る
た
也
の

財
源
確
保
は
全
く
め
ど
が
つ

い
て
い
な
い
。
、

軽
減
税
率
の
導
入

判
断
先
送
り
示
唆

自
民
徴
調
会
長

自
民
党
の
高
市
早
苗
政
調

会
長
は
1
7
日
夜
、
消
費
増
税

に
伴
う
低
所
得
者
対
策
と
し

て
の
軽
減
税
率
の
導
入
に
つ

い
て
「
こ
の
数
日
間
で
結
論

を
出
す
こ
と
で
は
な
い
」
七

述
べ
、
2
0
1
3
年
度
税
制

改
正
で
の
判
断
を
先
送
り
す

る
意
向
を
示
し
た
。


